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第１ 監査の概要 

１ 相模原市監査基準への準拠 

この監査は、相模原市監査基準(平成２９年相模原市監査委員訓令第１

号。以下「監査基準」という。)に準拠して実施した。 

 

２ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づく監査 

 

３ 監査の実施日程 

令和８年４月２７日から同年１０月２日まで 

 

４ 監査の対象 

（１）対象部局 

危機管理局、会計課及び消防局。ただし、工事監査は、財政局(財政部契

約課及び公共建築課)及び都市建設局(技術監理課及び道路部道路整備課)を

併せて対象とした。 

（２）対象年度 

令和７年度。ただし、財務監査は令和６年度に執行した事務の一部につい

ても対象とした。 

 

第２ 財務監査 

１ 監査対象事務及び監査対象課等 

これまでの監査結果を踏まえ、指摘事項等があった事務事業及び科目並びに

予算の執行状況を考慮し選定した。 

監査対象事務 監査対象課等 

消防手数料の徴収に関する事務 消防局 

 消防部 危険物保安課 

旅費の支出に関する事務 会計課 

消防局 

消防部 消防総務課 

警防部 警防課、救急課 
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委託料の支出に関する事務 危機管理局 

 危機管理統括部 

会計課 

消防局 

消防部 消防総務課、危険

物保安課 

警防部 警防課、救急課、

指令課 

使用料及び賃借料の支出に関する事務 危機管理局 

危機管理統括部 

消防局 

消防部 消防施設課、予防

課 

警防部 警防課、指令課 

負担金、補助及び交付金の支出に関する

事務 

危機管理局 

 危機管理統括部 

消防局 

 消防部 予防課 

 

２ 監査の着眼点 

監査基準第１１条第６項第４号の規定に基づき、次のとおり主な着眼点を定

めて監査を行った。 

監査対象事務 リスク 主な着眼点 

消防手数料の

徴収に関する事

務 

徴収が適正に行

われないリスク 

ア 事務処理で法令等に違反する

ものはないか。 

イ 領収すべき金額の算定に必要

な書類は整備されているか。 

旅費の支出に

関する事務 

算定及び支出が

適正に行われない

リスク 

ア 旅費支出の目的、履行確認が

できる文書等が整備されている

か。また、これらの内容は適正

か。 

イ 支出、精算は適正な時期に行

われているか。 

委託料の支出

に関する事務 

（１）契約事務や検

査・検収が適正 

ア 契約相手方の選定方法は適切

か。 
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 に行われないリ

スク 

（２）支出が適正に

行われないリス

ク 

イ 契約書、見積書等関係書類は

確実かつ的確に整備されている

か。また、これらの内容は適正

か。 

ウ 履行確認は適正に行われてい

るか。また、履行期限は守られ

ているか。 

エ 支出、精算報告は適正な時期

に行われているか。 

使用料及び賃

借料の支出に関

する事務 

（１）契約事務や検

査・検収が適正

に行われないリ

スク 

（２）支出が適正に

行われないリス

ク 

ア 契約相手方の選定方法は適切

か。 

イ 契約書、見積書等関係書類は

確実かつ的確に整備されている

か。また、これらの内容は適正

か。 

ウ 支出は適正な時期に行われて

いるか。 

負担金、補助

及び交付金の支

出に関する事務 

算定及び支出が

適正に行われない

リスク 

ア 算定及び支出は適正に行われ

ているか。 

イ 交付条件は適切に付され、条

件どおり履行されているか。 

 

３ 監査の主な実施手続 

監査基準第１４条及び第１５条の規定に基づき、試査を基本とし、次の手法

により監査の手続を行った。 

（１）書面調査 

監査対象事務が法令等に基づき適正に執行されているか、関係書面等の調

査を実施した。 

（２）聞き取り調査 

書面調査を実施した所属に対し、必要に応じて担当者等に聞き取り調査を

実施した。 

（３）ヒアリング 

会計課の所属長等に対してヒアリングを実施し、見解等を聴取した。 

 

４ 監査の結果 

第１及び１から３までのとおり監査した限り、重要な点において、監査の対
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象となった事務が法令等に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていると認められた。ただ

し、当該事務の一部に次のとおり是正又は改善を要する事項等が見られた。 

（１）指摘事項 

会計課の委託料の支出に関する事務を調査したところ、相模原市コンビニ

エンスストア等収納代行業務委託及び相模原市マルチペイメント収納業務委

託において、５月分の支出に際し、支出負担行為書で使用している債権者コ

ードではなく、別の債権者コードを使用して支出命令書を起票していた。な

お、当該契約は関連する各課も含めた契約であり、各課も利用件数に応じた

手数料を支出していたが、同様の処理を行っていた。 

このことについて、年度途中に債権者の代表者が変更されたが、支出負担

行為書で使用している債権者コードの代表者が変更されていなかったた

め、同債権者で代表者が変更されている別の債権者コードを使用して支出命

令書を起票し、各課にも同様の処理を行うよう指示していたとのことであっ

た。また、会計課における審査でも見落としていたとのことであった。 

支出命令書起票時の債権者コードの変更は、支出が適正に行われないリス

クを伴うことから、会計課所管の会計事務の実際－審査編－(令和７年４月

改訂。以下「マニュアル」という。)は、支出負担行為書起票時から支出命

令書起票時までに債権者に変更があった場合には、「代表者変更届」、「住所

変更届」等を添付する旨を記載している。支出命令書に代表者変更届は添付

されていたものの、債権者コードを変更したこと、各課へ同様の処理を行う

よう指示したことは不適正な事務処理である。 

会計課は、支出に関する事務の審査を行い指導すべき立場であることを再

認識するとともに、今後は、職員に対しマニュアルの周知徹底を図り、適正

に事務を執行されたい。また、再発防止に向けた取組について検討されたい。 

（２）注意事項 

会計課の委託料の支出に関する事務を調査したところ、マルチペイメント

ネットワークに係るオプション資料作成委託契約において、契約書に検査に

係る事項を記載していなかった。 

相模原市契約規則(平成４年相模原市規則第９号。以下「契約規則」とい

う。)第３０条は、「契約担当者は、契約を締結しようとするときは、次に掲
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げる事項を記載した契約書を作成しなければならない。」としており、掲げ

る事項として第７号に「監督及び検査」を規定している。 

今後は、契約規則等を確認し、記載事項に漏れのないよう適切に事務を執

行されたい。 

 

第３ 行政監査(重点調査項目) 

１ 監査の調査項目 

重点調査項目として「全庁的な条件付一般競争入札の実施について」をテー

マに定め、監査を行った。 

 

２ 監査の目的 

令和４年度から各課・機関においても本格的に実施することとした条件付一

般競争入札に係る事務について、これまでの監査の結果で入札に係る公告の市

掲示場への掲示をしていなかったという初歩的な事務手続での不適正な事例が

確認されている。 

こうしたことから、条件付一般競争入札実施の手引き(業務委託契約版)等

(以下「手引き等」という。)に基づき事務が執行されているかを主眼に監査す

ることにより、各課・機関で執行する条件付一般競争入札に係る案件が競争

性、公平性及び透明性のより一層の向上に寄与し、内部統制の実効性を高めて

健全な行財政運営に資することを目的として本テーマを選定し、行政監査を実

施した。 

   

３ 監査対象事務及び監査対象課等 

監査対象局の各課等が執行した条件付一般競争入札に係る事務を対象とし

た。 

監査対象事務 監査対象課等 

委託料の支出に関する事務 危機管理局 

 危機管理統括部 

消防局 

消防部 消防施設課 

警防部 救急課、指令課 
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４ 監査の着眼点 

監査基準第１１条第６項第４号の規定に基づき、次のとおり主な着眼点を定

めて監査を行った。 

リスク 主な着眼点 

手引き等に基づき

事務が執行されてい

ないリスク 

（１）発注方法の選択が適切にされているか。 

（２）入札参加条件、内容が明確に示され設定でき

ているか。 

（３）入札の諸手続等は適正、かつ公正に行われて

いるか。 

 

５ 監査の主な実施手続 

監査基準第１４条及び第１５条の規定に基づき、試査を基本とし、次の手法

により監査の手続を行った。 

（１）書面調査 

監査対象事務が法令等に基づき適正に執行されているか、関係書面等の調

査を実施した。 

（２）聞き取り調査 

書面調査を実施した所属に対し、必要に応じて担当者等に聞き取り調査を

実施した。 

 

６ 監査の結果 

第１及び１から５までのとおり監査した限り、重要な点において、監査の対

象となった事務が法令等に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていると認められた。 

 

第４ 工事監査 

１ 監査対象事務及び監査対象課等 

需用費の施設修繕料、委託料の建設事業委託料及び工事請負費の建設工事費

の支出に関する事務を対象とした。 

監査対象事務 監査対象課等 

需用費(施設修繕料)の支出に関する事務 
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市立大沢小学校飲料水兼用耐震性貯

水槽緊急遮断弁修繕 

危機管理局 

危機管理統括部 

委託料(建設事業委託料)の支出に関する事務 

 

震度計更新等業務委託 危機管理局 

危機管理統括部 

消防救急デジタル無線設備更新作業

委託 

消防局 

 警防部 指令課 

工事請負費(建設工事費)の支出に関する事務 

 

大沢分署外壁・屋上防水等改修工事 消防局 

消防部 消防施設課 

財政局 

財政部 契約課、公共建築

課 

都市建設局 

     技術監理課 

 防火水槽解体工事（その１） 消防局 

消防部 消防施設課 

財政局 

財務部 契約課 

都市建設局 

技術監理課 

道路部 道路整備課 

 

２ 監査の着眼点 

監査基準第１１条第６項第４号の規定に基づき、次のとおり主な着眼点を定

めて監査を行った。 

リスク 主な着眼点 

（１）契約事務や検査・ 

検収が適正に行われ 

ないリスク 

（２）監督業務が適切に 

行われないリスク 

ア 契約の方法、手続及び時期は適切か。 
イ 設計図書どおり施工されているか。変更指示 

は適切に行われているか。 
ウ 法令等を遵守して施工されているか。施工体 

制台帳は整備されているか。 
エ 検査調書等検査記録は整備されているか。 
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３ 監査の主な実施手続 

監査基準第１４条及び第１５条の規定に基づき、試査を基本とし、次の手法

により監査の手続を行った。 

（１）書面調査 

監査対象事務が法令等に基づき適正に執行されているか、関係書面等の調

査を実施した。 

（２）聞き取り調査 

書面調査を踏まえ、担当者等に聞き取り調査を実施した。 

 

４ 監査対象事務の概要 

（１）市立大沢小学校飲料水兼用耐震性貯水槽緊急遮断弁修繕 

契約金額 ４，３５３，８００円 

契約方法 一者随意契約 

契約期間 令和７年１０月７日から令和８年３月１９日まで 

修繕内容 貯水槽の緊急遮断弁の修繕 

（２）震度計更新等業務委託 

契約金額 ４５，１００，０００円 

契約方法 一者随意契約 

契約期間 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務内容 震度計の更新等 

（３）消防救急デジタル無線設備更新作業委託 

契約金額 ６５９，２２４，５００円 

契約方法 一者随意契約 

契約期間 令和７年７月１日から令和８年３月３１日まで 

業務内容 各基地局のデジタル無線設備等の更新 

（４）大沢分署外壁・屋上防水等改修工事 

契約金額 １０２，０３１，６００円 

契約方法 条件付一般競争入札 

契約期間 令和７年５月３０日から令和８年１月２３日まで 

工事内容 外壁・屋上防水等の改修 

（５）防火水槽解体工事（その１） 
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契約金額 １６，０８３，１００円 

契約方法 条件付一般競争入札 

契約期間 令和７年５月３０日から同年１０月９日まで 

工事内容 防火水槽の撤去 

 

５ 監査の結果 

第１及び１から４までのとおり監査した限り、重要な点において、監査の対

象となった事務が法令等に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていると認められた。ただ

し、当該事務の一部に次のとおり対応を要する事項が見られた。 

  

注意事項 

（１）危機管理統括部の委託料(建設事業委託料)の支出に関する事務を調査した

ところ、震度計更新等業務委託において、次のような事例が見られた。 

ア 契約書において、受注者は業務の一部を第三者に委託(以下「再委託」

という。)するときは、あらかじめ書面で発注者へ通知しなければならな

い旨を記載し、業務計画書において、受注者が再委託する旨を記載してい

たが、発注者への再委託に係る通知が確認できなかった。 

このことについて、発注者における業務計画書受領時の再委託の確認漏

れ及び受注者における契約書の再委託手続の確認漏れにより生じたとの

ことであった。 

イ 契約書に、再委託する場合は、受注者は当該第三者の行為のすべてにつ

いて責任を負う旨の記載がなかった。 

このことについて、過去に使用していた契約書を流用したこと及び入

札・契約事務の適正執行について(令和７年３月５日付け契約課長通 

知。以下「契約課長通知」という。)の確認漏れにより生じたとのことで

あった。 

契約課長通知は、受注者が再委託を行う場合には、再委託を行う必要

性、業務の範囲、金額及び再委託先の名称・住所を記載した文書を受注者か

ら提出させ、履行体制の把握に努めるよう徹底する旨、また、受注者が再委

託する場合は、受注者は当該第三者の行為のすべてについて責任を負うこと
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を契約書の条文に盛り込む旨を記載している。 

今後は、契約関係書類の確認を徹底するとともに、契約規則等を確認し、

記載事項に漏れのないよう適切に事務を執行されたい。 

（２）指令課の委託料(建設事業委託料)の支出に関する事務を調査したとこ

ろ、消防救急デジタル無線設備更新作業委託において、仕様書には関係法令

を遵守しなければならない旨、受注者の業務実施計画書には労働安全衛生法

を遵守して作業する旨をそれぞれ記載していたが、工事写真では危険な作業

中に保護帽(ヘルメット)を着用していない事例が確認された。 

このことについて、受注者が保護帽の着用に対する下請人の要否判断を容

認し、着用指導を実施していなかったため生じたとのことであった。 

労働安全衛生規則(昭和４７年労働省令第３２号)第５３９条第２項は、物

体の飛来又は落下による労働者の危険を防止するため、危険な作業に従事す

る労働者は、保護帽を着用しなければならない旨を規定している。 

今後は、関係法令等を遵守し、適切に事務を執行されたい。 


